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農業経営におけるＰＢＳＣフレームワークの構築 

Construction of PBSC Framework in Farm management 

保 田 順 慶

１．はじめに 

（１）研究の背景と目的 

 農業とは、人々が必要とする植物・動物性の食料や原料・材料を、土地及び土地以

外の自然力を利用して生産する１）産業であり（木村、2008、22頁）、４つの基本的特

性を有すると説明される。第１には、植物・動物という生き物（有機物）を生産する

ため、制御技術が複雑であったり、機械化が困難であったりするため、完全な生育を

制御することが難しく、品質も色々で腐敗しやすく、かさばったり均一化が困難で

あったり、品質や鮮度維持は難しいという特質を有する（木村、2008、22-23頁）。第

２には、土地を基本的生産手段とするため、生産不可能性、移動不可能性、不可減性、

地域性や異質性といった特質を有する（木村、2008、23頁）。第３には、生産には土

地以外の自然力から影響を受け、気象や地形の影響を避けることができないという特

質を有する（木村、2008、23頁）。第４には、現代社会では農業は経済発展の中核で

はなく、多くが家族労働に依存した社会的生産力の低い部門として位置付けられると

いう特質を有する（木村、2008、23頁）とされる。 

 また、農業の特質については、小田、長命、川﨑（2013）において、農業は技術的

特質、商品的特質、主体的特質の３つの特質を有すると述べられている（小田・長

命・川﨑、2013、24頁）。技術的特質とは、農業生産は生命現象を利用した生産であ

るため、材料を投入すると必ず同一の製品が製造できるという製造業とは異なり、生

産活動の作業や工程の順序の入れ替えが不可能であるということや農産物の形状や品

質にばらつきがあるため標準化や規格化が困難であることである（小田・長命・川﨑、

2013、24頁）。また、商品的特質とは、農産物が腐りやすく、潰れやすいことや重量

や大きさが不ぞろいであるためかさばるといったことを示している（小田・長命・川

﨑、2013、24頁）。さらに、主体的特質とは、生産の担い手が一般的に家族労働力に

依拠した経営が大半を占めるというものである（小田・長命・川﨑、2013、24頁）。 

 このような農業の特質を踏まえたうえで、過去の農業会計の先行研究において

１）広義には耕種や畜産の他に造林や水産物の養殖・繁殖を含み、狭義には耕種、畜産、養蚕を

意味する（木村、2008、22頁）と述べられている。 
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は、２）農業経営を農地という生産設備を用いて農産物を生産して収益を得る組織体

として捉えて、一般的な企業会計における原価計算システムの導入を目指すことが、

農業経営のマネジメントに有用であるのではないかという視点から研究がなされてき

たことが示唆されている（保田、2015、139-153頁）。しかしながら、既往の研究にお

いては、農業経営に単純に一般的な原価計算手法の導入を試みている研究が多く、農

業の特質に鑑みた提言ができていないものが多く、その結果現実の農業経営への貢献

ができてこなかったのではないかと指摘されている（保田、2015、139-153頁）。 

 従来の農業会計学の研究は、財務会計的視点からは納税計算の適正化に主眼を置い

た計算書類の作成を中心になされてきたと考えることができる。原価計算的視点にお

いても、財務会計的視点の延長として棚卸資産の評価計算に主眼を置く原価集計技法

の確立に力点が置かれてきたと考えられるのである。それに対して、管理会計的視点

に基づく農業経営へのマネジメント・コントロール的な技法の確立は、多くが小規模

家族経営を前提とするわが国農業経営においてはほとんどなされてこなかったと考え

られるのである。 

 しかしながら、近年のわが国の農業経営は、一般営利企業の農業経営への参入事例

の増加や集落営農法人の増加など、労働と土地と資本の分化による農業の組織化とい

う新たな農業経営形態の進展を見せるようになってきている。すなわち、小規模家族

経営を前提とする農業経営から大規模化し組織化した農業経営においては、家族以外

の労働力を雇用する機会が増加し、農業従事者の人数が増加することで組織構造は階

層化する。また、大規模経営になることで、第三者からの土地や資金の調達も行われ

るようになる。そのため、利害関係が複雑化し、利害関係者間の合意形成の必要性や

その困難性が顕在化してくる可能性がある。そこで、農業法人全体ないしは集落営農

法人の集落全体における戦略目標を記述し、ビジネスモデルの可視化を図る必要が生

じるはずである。そのような局面において、Kaplan＆Norton（1992）により提唱され

た、バランスト・スコアカード（以下、ＢＳＣ）の構築が農業経営においても有効な

のではないかという研究がなされてきている（小野、2012；高橋・久保、2017）。 

 しかしながら、農業経営にＢＳＣを適用するという先行研究はわずかであり、一般

的な参入法人や集落営農法人においてＢＳＣを適用するという事例も少ない状況であ

る。そこで、本稿においては、農業経営におけるＢＳＣ適用の先行研究についてレ

ビューを行ない、先行研究の問題点から農業経営に階層的なＢＳＣの適用を企図する

２）農業経営とは、農業経営者が、一定の自然的条件と社会経済の下で、経営目的を持ち、自主

的に意思決定し、何かの原則に従って、経営資源を利用し、作物の栽培（耕種）、家畜の飼養

（養畜）、加工（農産加工）等を行うことによって、特定の農産物製品・サービスを生産し、そ

の成果を関係者に分配する独立した持続的な組織体である（木村、2008、23頁）と定義づけて

いる。 
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プロジェクト＆プログラム・バランスト・スコアカード（以下、ＰＢＳＣ）が有用な

のではないかということを提言する。 

（２）研究の方法と本稿の構成 

 農業経営にＢＳＣの思考を導入することの有用性を論じた過去の先行研究について

レビューを行なった。CiNiiを用いて「ＢＳＣ」「バランスト・スコアカード」「バラ

ンス・スコアカード」というキーワードを用いて論文検索を実施した。その結果、小

野（2012）と高橋・久保（2017）という二つの農業経営にＢＳＣの思考を導入する試

みないしはＢＳＣ導入事例に関する先行研究を見つけた。 

 本稿の構成は以下の通りである。２において、Kaplan＆Norton（1992）によって提

唱されたＢＳＣの概略や利点、効果、さらにはその後の研究によって明らかにされた

問題点や課題について概説する。次に３において、わが国の農業経営におけるＢＳＣ

導入に関する先行研究についてレビューを行なう。さらに、当該先行研究の農業経営

における意義や貢献、先行研究の共通点・相違点、先行研究から得られる知見と今後

の課題について明らかにする。４においては、プログラム＆プロジェクトマネジメン

ト（以下、３）Ｐ２Ｍ）におけるプログラムやプロジェクトと農業経営の類似性につ

いて説明する。具体的には、農業（個々の農産物生産）とプロジェクトの類似性、集

落営農、生産法人経営とプログラムの類似性について述べる。５においては、Ｐ２Ｍ

において提言されるＢＳＣの手法であるＰＢＳＣについて概略を説明し、農業経営に

おけるＰＢＳＣのフレームワークの構築について提言を行なう。６においては、本稿

全体を通しての考察を再度述べるとともに、７で本稿の意義を整理し、本稿の限界や

今後の課題について示して稿を閉じる。 

２．ＢＳＣについて 

（１）ＢＳＣの概略 

 財務的指標だけではなく、非財務的指標も用いた業績評価システムとしてKaplan＆

Norton（1992）によって提唱された新たな管理会計技法がＢＳＣ（バランスト・スコ

アカード：Balanced Scorecard）である（Kaplan＆Norton、1992、pp.71-79）。その

後、ＢＳＣは実務上の知見の蓄積等によって、戦略と業績評価指標の整合性を保つ戦

略的マネジメントシステムとしての位置付けが強調されるようになってきた（Kaplan

＆Norton、1996、pp.75-85）。 

３）Ｐ２Ｍとは、プログラム＆プロジェクトマネジメントの略称であり、高い成果を目指してプ

ログラムを計画し実行するプログラムマネジメントと、プログラムを構成する個々のプロジェ

クトを確実に遂行するためのプロジェクトマネジメントに関する手法、そしてこれらの関連知

識を総合的に取り扱うものである（日本プロジェクトマネジメント協会、2014、26頁）。 
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 ＢＳＣはビジョンと戦略から財務の視点、顧客の視点、社内ビジネスプロセスの視

点、学習と成長の視点の４つの視点ごとに戦略目標を設定し、戦略目標達成のための

重要業績指標を決定していく。財務の視点は、株主や債権者のためにどのような行動

すべきかの視点であり、過去の活動の経済的な成果を客観的に要約できる財務尺度を

業績評価尺度とするものである（櫻井、2012、575頁）。顧客の視点は、顧客と市場の

セグメントを識別し、目標としているセグメントの業績を測定するものであり、顧客

には外部顧客だけではなく内部顧客も含まれると解される（櫻井、2012、575頁）。社

内ビジネスプロセスの視点は、顧客満足に最大のインパクトを与え、財務目標を達成

するための企業内部のビジネスプロセスに焦点が置かれるものであり、経営者がいか

にビジネスと業務の改善を行なったかを定量的に示すものである（櫻井、2012、575

頁）。学習と成長の視点は、優れた業績は個々の従業員のスキルの高さが重要であり、

従業員の能力向上などに関するものである（櫻井、2012、575頁）。 

図表１ ＢＳＣにおける４つの視点 

出典：吉川（2001）３頁をもとに筆者修正。 

 ＢＳＣの実施にあたっては、戦略のロジック（因果連鎖）を明確にして、ロジック

を上記の４つの視点の戦略目標へと展開していくために、戦略マップを作成する（小

林・伊藤・清水・長谷川、2009、37頁）。戦略マップは、顧客価値の提案によって収

益が増大するという戦略の方向性である収益増大戦略とコスト削減や資産の有効利用
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という生産性向上戦略の二つを柱として作成されることになる（小林・伊藤・清水・

長谷川、2009、39頁）。また、戦略マップを活用することで戦略を可視化し、修正す

ることができ、ＢＳＣは戦略策定の支援のみならず、４）ダブルループの学習プロセ

スを形成することになるといえるのである（山田・伊藤、2005、55頁）。 

図表２ 戦略マップの具体例 

出典：Kaplan＆Norton（2001）132頁をもとに筆者作成。 

（２）ＢＳＣの利点、効果 

 わが国では古くより５）方針管理や品質管理といった非財務的指標を用いたマネジ

メントが広くなされてきたが、ＢＳＣはわが国でも多くの研究がなされ実務上の適用

も拡大した。その背景には、わが国の品質管理活動は品質向上が顧客満足に繋がり、

結果的に利益拡大に繋がるという漠然とした因果連鎖のみが認識されて、明確な因果

４）創発戦略にもとづく報告システムにおいては、戦略を実現する進捗状況をモニターし、必要

に応じて是正措置がとれるシステムを持つ必要があり、戦略を管理するための学習・コント

ロール・プロセスと業務のコントロール・プロセスがリンクしている戦略的な学習プロセスが

ダブルループの学習プロセスである（櫻井、2012、536頁）。 
５）「方針管理とは、経営方針に基づき、長（中）期経営計画や短期経営方針を定め、それらを効

率的に達成するために、企業全体の協力のもとに行われる活動」（高須、1997、14頁）と定義づ

けられる。 
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連鎖の認識を持たなかったことから、過剰品質や行き過ぎた顧客志向といった問題が

顕在化して、品質の向上にも関わらず顧客満足や利益拡大に貢献しないという事態が

生じてきた（加登・河合、2002、72頁）からと推察できる。 

 ＢＳＣによれば、戦略の意図する因果連鎖に向けて人々を動機付けるように指標を

設定することが可能となり（鈴木、2017、226頁）、過剰品質や行き過ぎた顧客志向と

いった非財務的指標をマネジメントツールとして利用することの弊害を回避すること

が可能となるのである。 

 ＢＳＣにおけるバランスとは、さまざまに解釈されているが、主なものとして３つ

のバランスの意味があると考えられる（鈴木、2017、224-226頁）。第１は、株主や顧

客という外部の利害関係者を想定した指標と顧客、社内ビジネスプロセス、学習と成

長といった内部の利害関係者を想定した指標とのバランスという意味である（鈴木、

2017、224頁）。第２は、６）会計的成果と、顧客、社内ビジネスプロセス、学習と成

長といった将来の会計的成果を導く要因としての指標とのバランスという意味であり、

成果と成果をもたらす要因としてのバランスという意味である（鈴木、2017、224-

226頁）。第３は、７）利益などの会計制度に基づく客観的な指標と顧客満足やロイヤ

ルティなどの企業独自の考え方で設定する主観的な指標とのバランスという意味であ

る（鈴木、2017、226頁）。 

（３）ＢＳＣの問題点 

 先行研究において、ＢＳＣには数多くの問題も指摘されてきた。さまざまな論者に

共通して指摘される問題点が、因果連鎖ないし因果関係に関する問題点である。

ＢＳＣには、「顧客満足の向上→顧客ロイヤリティの向上→財務的業績向上」といっ

た因果関係を想定しているが、ここには８）厳密な意味での因果関係は存在していな

いと考えられる（乙政、2002、38-39頁；杉山、2012、94-95頁）。過度に緻密な戦略

マップを多大なコストをかけて作成・実行したとしてもその効果は限定的（杉山、

2012、95頁）であるといえる。しかしながら、このような因果関係の曖昧さが、組織

成員間の相互理解を促進し、因果関係の不十分さが対話によって補われる（小林、

６）経常利益などの他、投資利益率（ＲＯＩ）、残余利益、経済付加価値（ＥＶＡ）、売上利益率、

キャッシュ・フロー、売上高、売上高成長率など（櫻井、2012、575頁）が会計的成果として考

えられる。 
７）会計制度に基づく客観的な指標とは、経常利益や売上高、キャッシュ・フローなど会計制度

に従って算出された数値を意味し、高い客観性を有するものを示すと考えられる。 
８）厳密な意味での因果関係とは、時間と空間のなかで近接して観察できる二つの独立的事象が

あり、一方の事象が時間の経過の中で他の事象に先行し、前者の事象が観察されると、必ずあ

るいは高い確率で後者の事象がその後で観察されるという経験的に実証可能な関係が存在する

ことである（小林、2000、２頁）。 
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2000、９頁）というコミュニケーションシステムとしてＢＳＣが機能するという観点

から、ＢＳＣの意義は何ら減殺されないという見解も存在する。 

 その他、導入に費やされる時間とコストの膨大さ、４つの視点の妥当性、ＢＳＣが

階層的なトップダウン型コントロールでありダイナミックな経営環境下で戦略的マネ

ジメント・システムとして企業に定着させることの困難性などの問題点も挙げられて

いる（乙政、2002、33-40頁）。 

３．わが国の農業経営におけるＢＳＣ導入に関する先行研究 

（１）小野（2012） 

 小野（2012）は、2009年の農地法改正を契機とした他業種からの企業の農業参入の

増加を背景として、企業の本格的な農業参入のためにＢＳＣの利用が有効であること

を論じた（小野、2012、91-115頁）。農業は自然に強く依存する不確実性、安全性重

視の栽培法によるコスト高、短い賞味期限、細かく細分化された耕地、資金調達の限

界、栽培技術の取得コスト、採算性など（小野、2012、96頁）さまざまな参入障壁を

有し、一般企業が本格的な農業参入をすることの困難性の高さを指摘する。そのよう

な中において、９）「地域資源の視角」が重要になると説明する（小野、2012、97頁）。

「地域資源の視点」を、多角化を機軸に農外から農業に参入する企業にとって、経営

上実効性ある意思決定支援の基盤として確立するためには、ＢＳＣという経営手法の

枠組みを活用することが必要であることを述べる（小野、2012、97頁）。すなわち、

ＢＳＣの既存の４つの視点に加えて、新たに「地域資源の視点」を導入することが、

ＢＳＣによる企業の農業参入への支援の実効性を高めることになると主張する（小野、

2012、109頁）。 

 多角化を伴う企業の農業参入においては、競争優位性も存在することが指摘される

（小野、2012、108頁）。①資源間や部門間の相乗効果を生み、本業の強みを増幅させ

ると同時に、既存の農業者には実現できなかった付加価値を創造する、②農外で培わ

れた生産技術、品種改良技術、経営手法、マーケティング手法、管理思考、人材育成

プログラムなどを活用できる、③労働や機械の使用量の年間を通した偏りを、農外事

業と農業で平準化できる、④播種から収穫までの期間が長いことによる、財務流動化

の劣化を他事業のキャッシュフローで充当できる、⑤加工部門設置によるリスク分散、

⑥事業が軌道に乗るまでの数期間の損失を他事業の利益でフォローできる、⑦知名度

９）地域の物的・人的資源に加え、差別化の源泉となる地域個性といった情報財、地域の生活文

化に関わる多様な組織間ネットワークが造る地域システムなどのソフトウェアなども含め、地

域に蓄積された過去からのストックである無形資産を洗い出し、地域資源コンセプトを広げる

ことが資源活用の有効性を高め、経営主体の企業価値を向上させる手立てになると説明されて

いる（小野、2012、97頁）。 
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の高い企業ブランドで農地確保が推進される、⑧農業融資の信頼性向上、⑨地元との

密着によって経営理念への共鳴を得やすいといった点が競争優位性として挙げられて

いる（小野、2012、108頁）。このような多角化をともなう企業の農業参入におけるさ

まざまな競争優位性を享受するためには、地元情報、貸与可能農地情報、地域の人材

情報、微気象・土壌に合った適地栽培のための作目などの栽培技術情報、販路情報な

ど地域コミュニティから得られる情報財（小野、2012、109頁）といった「地域資源」

を最大限有効活用する必要があるのである。さらに、企業と消費者との間に多様な形

態の「提携」が生まれるのであれば、これらのリンケージも「地域資源」とみなされ

る（小野、2012、109-110頁）。 

 たとえば、農業生産法人を設立するとともに規模拡大のため農家と栽培委託契約を

結ぶ食品スーパーを想定すると、「地域資源の視点」では地産地消が戦略テーマとさ

れ、県内産（作物）率が業績評価指標となると説明される（小野、2012、110頁）。 

図表３ 「地域資源の視点」を含む戦略マップ

出典：小野（2012）110頁。

 ＢＳＣの基礎として、財務諸表に計上されない「見えざる資産」を経営資源として

位置付け、能動的蓄積と活用への志向が含まれており、農業生産を対象とする場合に

は「地域資源の視点」を加えることで、地域の保有する無形資源を洗い出し運用して

いくことが重要な戦略要素となることを示唆している（小野、2012、112頁）。なぜな

ら、戦略マップに「地域資源の視点」を組み込むことによって、参入企業の既存部門

と農業部門間の相乗効果を生み出し組織効果を最大化させる戦略構築の具体的道筋が

見えてくる（小野、2012、112頁）からである。 
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（２）高橋・久保（2017） 

 高橋・久保（2017）は、経営理念に即した経営展開に関しては、営利を第一義とす

る農外の一般企業を対象としたものが多く、営利を第一義としない集落営農法人を対

象としたものは極めて少ないという問題意識から、山口県内の集落営農法人を対象と

して理念主導型経営の経営に対する効用および実践方策を明らかにすることを目指し

た（高橋・久保、2017、１頁）。具体的には、山口県内の集落営農法人の理念の特徴

を分析して、理念が法人内で機能するためのポイントや理念と経営成果との関連性等

を明らかにするとともに、法人で働く人のモラールと経営理念との関連性も明らかに

し、理念の充実度や働く人のモラールが高い法人の経営管理実態から理念主導型経営

を実践するためのポイントを整理した（高橋・久保、2017、２頁）。具体的な調査方

法としては、山口県内の95の集落営農法人に経営理念に関する郵送質問票調査を実施

し、アンケートに回答した法人の中から設立後４年以上を経過した40法人を対象とし

て法人の理念と経営成果との関係について調査を行なった（高橋・久保、2017、２

頁）。さらに、40法人の中から理念の特性の異なる14法人を選定して、働く人のモ

ラールを調査して理念との関連性を分析した（高橋・久保、2017、２頁）。その上で、

14法人の中から、理念の総合特性が高く、働く人のモラールも高い10）３つの法人を

選定し、各法人における経営管理実態を調査して理念主導型経営実践のためのポイン

トを整理した（高橋・久保、2017、２頁）。 

 集落営農法人に対するアンケート調査を集計した結果、理念の「機能」を高めるた

めには、「内容」や「浸透活動」の充実度を高めていくことが重要であり、理念を構

成員がわかりやすい言葉で明文化することが重要であることが示された（高橋・久保、

2017、３-５頁）。さらに理念の充実は、経営成果にプラスに働くことが明らかとなっ

た（高橋・久保、2017、６頁）。集落営農法人で働く人とモラールと理念の関係性に

おいては、理念の機能の向上はモラールの向上にプラスに働くとともに、利益の還元

水準が上がると働く人のモラールも上がることが明らかにされている（高橋・久保、

2017、８頁）。ただし、10ａ当たりの売上高とモラールとの間には、報酬以外の要因

で負の相関がみられ、生産性向上はモラールの低下を招く可能性があることを示唆し

ている（高橋・久保、2017、８頁）。 

 働く人のモラールを調査した14集落営農法人の中から、理念総合力および「職務」

モラールが比較的高い３法人を選定して経営管理実態を調査し、理念の共有化と理念

の目標・計画への落とし込みについて調査した（高橋・久保、2017、９頁）。このう

10）このうち２つの法人ではＢＳＣを導入し、「財務・顧客・業務・人材」に「地域」を加えた５

つの視点から戦略や目標を立案するとともに、理念と戦略および戦略間の関連性を明確化する

ことによって、理念や目標の実現を効率的に管理する体制を構築していた（高橋・久保、2017、

10頁）。 
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ち、理念の目標・計画への落とし込みにあたって、ＢＳＣの活用が効果的であること

が示唆されている（高橋・久保、2017、10頁）。３法人のうち２法人については、

ＢＳＣを導入して、「財務、顧客、業務、人材」に「地域」を加えた５つの視点から

戦略や目標を立案するとともに、理念と戦略および戦略間の関連性を明確化すること

によって、理念や目標の実現を効率的に管理する体制を構築しており、ＢＳＣの活用

が理念主導型経営に有効であることが示されている（高橋・久保、2017、10頁）。 

 集落営農法人においてＢＳＣの有効性を高めるためには、①理念の再確認や戦略の

立案過程に幅広い組織成員が参画し、ボトムアップで活動を実行していくこと、②中

期計画見直し時期に合せてＢＳＣを行なうこと、③普及指導員、第三者のコーディ

ネートを有効に活用することが必要であると述べられている（高橋・久保、2017、11

頁）。 

図表４ ある集落営農法人の戦略マップ 

出典：高橋・久保（2017）10頁一部抜粋。 

（３）先行研究の意義 

 小野（2012）は、一般企業の農業参入を前提として「地域資源の視点」を含めた

ＢＳＣの適用が有効性を有することを論じた。多角化を伴う一般企業の農業参入はさ

まざまな競争優位性を有することを明らかにし、産業化の阻害要因と考えられてきた

農業の特殊性や限界が企業の経営資源を投入することによって解消されるという見解

を示しており（小野、2012、108頁）、大変示唆に富む研究である。地元情報、貸与可
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能農地情報、地域の人材情報、微気象・土壌に合った適地栽培のための作目などの栽

培技術情報、販路情報など地域コミュニティから得られる情報財や当該情報を提供す

る自治体、農業委員会、農業普及所、ＪＡ、ＮＰＯ、そのネットワークなど（小野、

2012、109頁）も地域資源として活用していくのみならず、企業・農家・消費者の間

の多様な形態による「提携」も農業を支えることから地域資源と捉えている（小野、

2012、109-110頁）。 

 一般企業が農業へ参入するにあたって、ＢＳＣを用いることが企業の競争優位性を

認識させ、具体的な戦略立案に貢献することを明らかにし、「地域資源の視点」を戦

略マップ上の新たな視点として創設することが有効性を高めることを述べた点におい

て、従来の農業経営研究にはなかった新たな視座を提供するという意義が存在すると

考えられる。 

 高橋・久保（2017）は、山口県内の集落営農法人を対象として郵送質問票調査を行

なった。95法人を対象に郵送質問票調査を実施しており、多くのサンプル数に基づい

た統計解析により定量的な分析を行なっている点において大変優れた研究であると考

えられる。集落営農法人の経営理念が機能して組織成員に浸透、理解されていること

が、組織成員のモラール向上に繋がり、経営成果にも影響を与えることを定量的な分

析で明らかにしている。そして、経営状態が良好な法人は、ＢＳＣを共有化された理

念を具体的な戦略や目標に落とし込むためのツールとして利用しており、「財務、顧

客、業務、人材」に「地域」の視点を加えた５つの視点を設けていることを明らかに

した（高橋・久保、2017、10頁）。ＢＳＣによって戦略や目標を立案するとともに、

理念と戦略および戦略間の関連性を明確化することによって、理念や目標の実現を効

率的に管理する体制を構築していることが紹介されている（高橋・久保、2017、10

頁）。 

 集落営農法人の実態を郵送質問票調査によって定量的に明らかにし、経営理念が機

能し、組織成員に浸透していることが、組織成員のモラール向上や経営成果の獲得に

重要であることを明らかにし、経営理念から具体的な戦略や目標に落とし込むために

ＢＳＣの活用が有効である可能性を示している点において、従来の農業経営研究には

存在しなかった新たな知見を提供するものであり、大変示唆に富む研究であると考え

られる。 

（４）先行研究の相違点・共通点 

 小野（2012）の研究は、一般企業の多角化に伴う農業参入を想定して、ＢＳＣ適用

の有用性を論じた研究である。それに対して、高橋・久保（2017）の研究は、山口県

内の集落営農法人を調査対象として、理念主導型経営の有用性を高めるツールとして
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ＢＳＣの適用が有効であることを論じたものである。したがって、両者は研究対象と

する組織体が異なるという点において相違する。 

 しかしながら、上述の両研究の相違点は、従来の農業経営の太宗を占めてきた小規

模家族経営を前提としていないという点においては共通するとみることも可能である。

すなわち、いずれの研究においても経営理念の組織成員への共有化や戦略や目標設定、

業績評価ツールとしてＢＳＣの有効性を論じているが、それは組織体の規模が大きく

なり、多数の組織成員が存在するようになった段階でＢＳＣが有効性を発揮すること

を示唆しており、一般企業の多角化を伴う農業参入や集落営農法人といった多数の組

織成員を有する農業経営においてその効果を発揮するであろうということが示唆され

ていると考えることができる。 

 また、戦略マップの作成にあたって「地域（資源）の視点」の創設を述べている点

においても両研究は共通している。小野（2012）は、農業生産法人を設立し、農家と

の栽培委託契約を結ぶ食品スーパーを例にとり、「地域資源の視点」では地産地消を

戦略テーマとして県内産（作物）率を業績評価指標とすることを説明している（小野、

2012、110頁）。この「地域資源の視点」の指標の向上は、輸送路短縮といった「業務

プロセスの視点」や着地型経営を戦略目標として地元農家訪問数を指標とする「人的

資源の視点」に影響を与えるプロセスを想定している。これに対して、高橋・久保

（2017）は、「地域の視点」を戦略マップ上最上位の視点として位置付け、農地集積率

の拡大や全員参加の経営といった業績評価指標を設定し、地域ぐるみでの農地の保全

や積極的な農産物多角化といった経営方針の実現を目指している集落営農法人の具体

例を示している（高橋・久保、2017、10頁）。したがって、いずれの研究においても

「地域（資源）の視点」を従来の管理会計手法としてのＢＳＣでは紹介されていない

11）新たな視点の創設の有効性を述べている点において共通していると考えられる。 

（５）先行研究から得られる知見と今後の課題 

 小野（2012）および高橋・久保（2017）の先行研究はともに小規模家族経営を対象

とせず、一般企業の多角化に伴う農業参入や集落営農法人といった大規模化した農業

経営を対象としている。このことは、農業経営においても、組織成員が増大した場合

11）小野（2017）の具体例においては、「地域資源の視点」は「人的資源の視点」「業務プロセス

の視点」「顧客の視点」といった他の視点よりも下位の視点として置かれており、他の視点の基

盤に「地域資源の視点」が作用すると考えているとみられる。それに対して、高橋・久保

（2017）の集落営農法人の戦略マップの具体例においては、「地域の視点」は「財務・顧客・業

務・人材の視点」よりも上に位置付けられた最上位の視点として設定されている。これは、集

落営農法人という位置づけから地域集落への貢献が法人の存在意義として重視されている点を

理由とすると考えられる。したがって、両研究において「地域（資源）の視点」を戦略マップ

上のどこに位置付けるのかという点においては、相違しているともいえる。 
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には、マネジメント・コントロールの必要性が増加し、組織成員間の利害調整や業績

評価の必要性も増大するということを示唆していると考えられる。経営規模が増大し

た場合には、組織成員への経営理念・戦略の浸透や企図された戦略の遂行が必要不可

欠であり、ＢＳＣが戦略の浸透や企図された戦略の遂行に有効なツールであるとの共

通的理解が存在すると考えることができる。 

 しかしながら、小野（2012）は、ＢＳＣの農業経営への有効性を理論的に研究した

ものであり、具体的な農業参入企業への適用事例は示されていない。高橋・久保

（2017）の研究は、郵送質問票調査を行なった95法人のうち、良好な経営状態の３法

人のうち２法人においてＢＳＣが活用されていたという事実をもって集落営農の理念

主導型経営にＢＳＣが有効であるのではないかという提言を行なっており、他の集落

営農法人へのＢＳＣの具体的な導入についての検討はなされていない。すなわち、全

国各地の集落営農法人にＢＳＣを導入するための具体的な適用方法についての提言は

なされておらず、ＢＳＣの農業経営への導入の一般化はできていないと考えられる。 

 この点、一般企業の農業参入や集落営農法人を対象とした場合、取り扱う農産物も

多く、さまざまな職務を担う組織成員から構成されるはずである。そのような中で、

単一のＢＳＣを採用した場合、戦略マップも大きくなり、各組織成員レベルでの目標

設定にまで落とし込むことが難しくなる可能性がある。一般企業の農業参入や集落営

農全体のレベルでのＢＳＣの適用とその中の個々の農産物生産や農産物加工、農産物

販売などへのＢＳＣの適用を分けて考えるほうがスムーズにＢＳＣを導入できるので

はないかと考える。すなわち、階層的なＢＳＣの展開が有効なのではないかと考える。

このような階層的ＢＳＣの手法としてプロジェクト＆プログラム・バランス・スコア

カード（以下、ＰＢＳＣ）という手法が存在する（鈴木、松岡、2004、３頁）。一般

企業の農業参入経営や集落営農全体をプログラムと捉え、各農産物生産や農産物加

工・販売といった活動はプログラムを構成するプロジェクトと捉えることにより、プ

ログラムレベルのＢＳＣとプロジェクトレベルのＢＳＣを構築していくことが可能に

なるのではないかと考える。そこでまずは、Ｐ２Ｍ（日本プロジェクトマネジメント

協会編著、2014、26頁）の知識体系におけるプログラムやプロジェクトの概念と農業

経営の類似性について、以下で検討していく。 

４．Ｐ２Ｍと農業経営の類似性 

（１）Ｐ２Ｍの概略 

 複雑で大きな命題は、複数のプロジェクトを組み合せて解決されるが、当該目的の

達成のために複数のプロジェクトを適切に組み合わせた統合的な活動をプログラムと
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呼び、Ｐ２Ｍにおいては、高い成果を目指してプログラムを計画し実行する12）プロ

グラムマネジメントと、プログラムを構成する個々のプロジェクトを確実に遂行する

ためのプロジェクトマネジメントに関する手法、関連知識を統合的に取り扱うもので

ある（日本プロジェクトマネジメント協会編著、2014、26頁）。 

図表５ プログラムとプロジェクトの関係 

出典：筆者作成 

 プログラムとは、プログラムミッションを実現するために複数のプロジェクトが有

機的に結合された事業であり（日本プロジェクトマネジメント協会編著、2014、67

頁）、多義性、拡張性、複雑性、不確実性という４つの基本属性を有する（日本プロ

ジェクトマネジメント協会編著、2014、69-70頁）。多義性とは、プログラムミッショ

ン概念にさまざまな発想や要求が複雑に包含されていることを意味している（日本プ

ロジェクトマネジメント協会編著、2014、70頁）。拡張性とは、プログラムの持つ規

模、領域、及び構造の拡大可能性を指す（日本プロジェクトマネジメント協会編著、

2014、70頁）。複雑性とは、多数のプロジェクトが組み合わされ、相互に作用しあう

ことによる構造の複雑化や、長期間の実行過程で生じる市場や競合などの外部環境の

影響による行動の複雑化を指す（日本プロジェクトマネジメント協会編著、2014、70

頁）。不確実性とは、プログラムが持つミッション（変革）の企図と長期間にわたる

環境変動の影響に起因する不確実さを指す（日本プロジェクトマネジメント協会編著、

2014、70頁）。 

12）プログラムマネジメントが必要とされる理由は、プログラムを構成する個々のプロジェクト

を管理するだけでは、全体最適が達成できないから（鈴木、2010、339-340頁）と説明されてい

る。 
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図表６ プログラムの基本属性 

出典：日本プロジェクトマネジメント協会（2014）69頁。 

 プログラムマネジメントは、事業戦略を実践するためのプログラムミッションの達

成を目的とするマネジメントであり、関連性を持つ複数のプロジェクト群を定義し、

これらを実行し価値創造を達成するための一連のプロセスで構成されるものである

（日本プロジェクトマネジメント協会編著、2014、71頁）。 

 プロジェクトとは、プロジェクトの特定ミッションを受けて、始まりと終わりのあ

る特定期間に、資源、状況などの制約条件のもとで達成を目指す、将来に向けた価値

創造事業である（日本プロジェクトマネジメント協会編著、2014、206頁）。プロジェ

クトは、個別性、有期性、不確実性という３つの基本属性を有する（日本プロジェク

トマネジメント協会編著、2014、206頁）。個別性とは、プロジェクトが非反復的な特

性（全く同じプロジェクトはない）を持つことを示しており、類似性のみられるプロ

ジェクトであっても、全くの同一環境下で実施されることはないというものである

（日本プロジェクトマネジメント協会編著、2014、207頁）。有期性とは、プロジェク

トには明確な「始まり」と「終わり」があるという特性であり、どこで「終わり」な

のかを明確にしておくことがプロジェクトの遂行のために必要であると説明される

（日本プロジェクトマネジメント協会編著、2014、207頁）。不確実性とは、プロジェ

クトが将来に向けた価値創造活動であることから常に不確実性を伴うという特性を指

しており、プロジェクトは未知の情報、未確定な技術、予測不可能な環境などの様々

なリスクにさらされていることから、事前にリスクを特定し、対応策を想定すること

が必要になるというものである（日本プロジェクトマネジメント協会編著、2014、

207頁）。 
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図表７ プロジェクトの基本属性 

出典：日本プロジェクトマネジメント協会（2014）206頁。 

 プロジェクトマネジメントとは、特定ミッションを達成するために有期的なチーム

を編成して、プロジェクトマネジメントの専門職能を駆使して、プロジェクトを公正

な手段で効率的、効果的に遂行して、確実な成果を獲得する実践的能力をプロジェク

トに適用することである（日本プロジェクトマネジメント協会編著、2014、208頁）。 

 プロジェクトの管理会計は、「計画立案」「結果評価」「計画是正」というサブ・プ

ロセスから構成される（鈴木、2010、316頁）。しかし、プロジェクトの特性に鑑みて、

鈴木（2010）は、以下の３つの追加的な改良を提案する。①プロジェクトには明確な

始まりがあることから、プロジェクトが解決すべき課題の認識をした上で何を何時ま

でにどれくらいのコストで行なうかを決める「全体計画立案」というサブ・プロセス

を追加する（鈴木、2010、316頁）。②プロジェクトには、明確な終わりがあることか

ら、プロジェクトから得られた成果を検証するとともに、プロジェクト管理の中で発

生した問題や改善の方法等、次のプロジェクトに向けた評価を「最終評価」というサ

ブ・プロセスとして追加する（鈴木、2010、316頁）。③不確実性に対処するために、

プロジェクトのマネジメント・コントロールには段階的詳細化アプローチを採用する。

段階的詳細化とは、プロジェクトの進捗に伴い、入手情報が具体化していくにした

がって、計画を順次改善及び詳細化していくものである（鈴木、2010、316頁）。 

（２）農業とＰ２Ｍの類似性 

①農業（個々の農産物生産）とプロジェクトの類似性 

 農業生産がプロジェクトの基本属性という特質を実質的に有しており、プロジェク

トマネジメントにおけるプロジェクトと農業は類似性を有することが保田（2016）に

よって指摘されている（保田、2016、１-111頁）。 

 農業生産は、生命現象によるため多くの農畜産物は生産期間が月単位から数年単位

という長い生産期間となり、農業事業者が一生の間に経験できる生産や経営上の経験

の回数が制限され、不確実性が大きく、因果関係も不明瞭であることから、農業事業
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者の知識創造が進みにくい現状があることが指摘される（南石、2011、21頁）。この

ような農業生産の特質は、全く同じプロジェクトは存在しないという非反復的な特性

である個別性という基本属性を示していると考えることができる（保田、2016、84頁）。 

 農業には、播種から収穫、肥育開始から出荷、といった生産期間が存在し、さらに

適期作業という季節性を有することが指摘される（吉田、1979、13頁）が、これは、

プロジェクトには明確な「始まり」「終わり」があるという有期性という基本属性と

類似すると考えられる。また、農業技術革新の発生が農業生産の時間的固着性の軽減

をもたらすことになる（稲本、2012、315頁）が、それは農業の時間的固着性を完全

に除去することまではできないという限界を示すと捉えることが可能であり、農業は

ある一定の期間で生産を行なわなければならないという有期性という特質を有すると

いえることから、プロジェクトの有期性という基本属性を農業生産も具備すると考え

ることができる（保田、2016、84頁）。 

 農業生産は、自然環境に関するリスクなどさまざまな不確実性にさらされているこ

とが農業経営に関する先行研究で述べられている（Fleisher、1990；天野、1999；

Olson、2004；前川、2007；南石、2011）。各先行研究でさまざまなリスクの分類がな

されているが、自然環境に関するリスクについては共通に言及されている。このよう

な農業の特質は、プロジェクトが常に不確実性を有するという基本属性を農業も有し

ていることを示していると考えられる（保田、2016、84-85頁）。 

 上述の検討により、保田（2016）は農業経営における農産物生産をはじめとする活

動は、プロジェクトマネジメントにおけるプロジェクトの基本属性を具備しており、

農業はプロジェクトと類似性を有していることを明らかにした（保田、2016、85頁）。

農産物は、安定的な生産環境下で生産される工業製品とは異なり、コストやスケ

ジュールと品質との間にはトレードオフの関係が存在すると考えられ、プロジェクト

マネジメントの知識体系を援用したフレームワークの構築の必要性を主張する（保田、

2016、85頁）。 

②集落営農、生産法人経営とプログラムの類似性 

 集落営農法人や一般企業の農業参入における農業経営は、Ｐ２Ｍにおけるプログラ

ムに類似する性質を有するのではないかということが示唆されている（保田、2016、

102-106頁）。 

 地域や産地、集落等とそれらの歴史的経緯を背景として、資源などの制約条件、法

規制や農業技術、農産物の販売や流通に関する外部条件などによって農業経営実践は

多様性を持って展開される（小田・長命・川﨑・長谷、2013、48頁）ことから、農業

経営は多義性を有すると考えることができる（保田、2016、103頁）。また、集落営農
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法人において、他の集落にまでまたがるような農事組合法人の設立についての事例が

みられる（宮武、2014、185-187頁）ことから、集落営農をはじめとする農業経営が

拡張性を有していると考えることができる（保田、2016、104頁）。さらに、農業経営

体それぞれに固有で複雑な事情や特徴が発現する（小田・長命・川﨑・長谷、2013、

54頁）ことから、農業経営は複雑性を有すると考えられる（保田、2016、104頁）。最

後に不確実性については、個々の農産物生産と同じように農業経営自体も有している

と考えられる（保田、2016、104-105頁）。 

 このように、プロジェクトの４つの基本属性である多義性、拡張性、複雑性、不確

実性という特質を集落営農法人や企業の農業参入といった農業経営は有していると考

えられ、集落営農法人や一般企業の農業参入における農業経営は、Ｐ２Ｍにおけるプ

ログラムに類似するものであると考えることができる（保田、2016、102-106頁）。 

③農業におけるプログラムとプロジェクトの関係性 

 上述の①および②から、農業経営におけるプログラムとプロジェクトの関係性を考

察すると以下のように整理することが可能となる。 

図表８ 農業経営のプロジェクトとプログラムの関係性 

出典：筆者作成 

 集落営農法人や企業の農業参入といった農業経営がプログラムに相当し、個々の農

産物の生産活動や農産物の加工、販売といった活動がプロジェクトに相当すると考え

られるのである。 

５．ＰＢＳＣについて 

 ＰＢＳＣとは、Ｐ２Ｍにおいて価値指標マネジメントとしてＢＳＣを利用したフ

レームワークである（鈴木・松岡、2004、19頁）。Ｐ２Ｍにおいては、計画段階にお

いてどのプロジェクトが必要かを検討するだけではなく、実行段階においても戦略と

プロジェクトの整合性が図れているのかをプログラムの視点から判断する必要がある
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が、当該判断の基礎を提供する枠組みがＰＢＳＣである（塘、2004、35頁）。すなわ

ち、プログラムの複雑化が進み、さまざまなプロジェクトが発生した場合にその全体

最適化を図るためにＰＢＳＣというフレームワークが提唱されたのである。 

 事業戦略に基づいて組織の課題を明らかにし、将来のあるべき姿を実現するための

シナリオが作成され、戦略マップに展開される（日本プロジェクトマネジメント協会

編著、2014、521頁）。戦略マップの作成により、戦略実現に必要な視点、視点の目標、

目標ごとの重要成功要因の相互関係が明らかになり、ミッション・プロファイリング

が行われることになる（日本プロジェクトマネジメント協会編著、2014、521頁）。そ

の結果、プログラムＢＳＣが作成されることによりプロジェクト間の論理的な相互関

係性が担保され、プログラムデザインによって論理的な相互関係性を実際のプロジェ

クトに結び付ける（日本プロジェクトマネジメント協会編著、2014、522頁）。 

図表９ プログラムＢＳＣの概念 

出典：鈴木（2010）345頁。 

 次に、生成されたプロジェクトごとにプロジェクトＢＳＣを作成され、それぞれの

プロジェクトごとの円滑な推進を可能とするプログラム実施体制が構築される（日本

プロジェクトマネジメント協会編著、2014、525頁）。そして、プログラムＢＳＣの目

標値達成に貢献するプロジェクトの戦略目標が設定され、そのための重要成功要因と

測定のための価値指標、目標値が設定、具体的行動計画の策定も行われる（日本プロ

ジェクトマネジメント協会編著、2014、525頁）。 

 プログラムＢＳＣではプログラム価値を高めるために、プロジェクトの生成、変更、

統廃合に力点が置かれるのに対して、プロジェクトＢＳＣでは、プロジェクトの確実

な遂行を目指してプロジェクトの進捗状況を測定し、成果が要求水準を満たしている

かを評価することが主目的とされる点において、プログラムＢＳＣとプロジェクト

ＢＳＣはその性格を異にするのである（日本プロジェクトマネジメント協会編著、

2014、525頁）。 
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図表10 ＰＢＳＣのフレームワーク 

出典：日本プロジェクトマネジメント協会（2014）521頁。 

 ＰＢＳＣの意義としては、次の６つが指摘されている（鈴木・松岡、2004、25-26

頁）。①因果連鎖を把握することによって、Ｐ２Ｍの提案する多元的価値指標を体系

的に扱うことができる、②プログラムとプロジェクトの関係を明確にし、目標整合性

を高めることができる、③プロジェクト間の論理的な相互補完関係、相互依存関係が

把握できる、④戦略に対する理解を深め、戦略を実現するプログラムおよびプロジェ

クトに対するコンセンサスとコミットメントを形成できる、⑤プロジェクトチームお

よび部門間の相互交流が行いやすくなり、創発的な組織学習を促すことができる、

⑥13）ＷＢＳに戦略的展開手法が取り入れられるようになった（鈴木・松岡、2004、

25-26頁）という６つの意義が指摘されている。 

13）ＷＢＳ（Work Breakdown Structure）は、プロジェクトの目的を達成するために、実行され

るべき全ての作業をプロジェクトの成果物やフェーズに基づき、体系的に階層組織化して表し

たものである（日本プロジェクトマネジメント協会、2014、256頁）。 
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６．農業経営におけるＰＢＳＣのフレームワーク構築に関する考察 

 集落営農法人や企業の農業参入といった農業経営において、まずは事業戦略を明確

化したうえで、戦略マップを作成する。戦略マップの作成にあたっては、事業戦略実

現のための視点の設定からなされるが、その際には「財務・顧客・社内ビジネスプロ

セス・学習と成長」の視点だけではなく、「地域資源の視点」といった農業経営特有

の視点を創設することが有効であると考える。そして、内部環境や外部環境を踏まえ

て、視点ごとの戦略目標、目標ごとの重要成功要因の設定を、相互関係を明らかにし

ながら戦略マップを策定していく。たとえば、地域集落の雇用安定や地産地消の実現

といった戦略目標を有する「地域資源の視点」を創設し、組織成員内の地域集落出身

者の比率や農産物の県内出荷率を重要成功要因として設定していくといったものが考

えられる。 

 その後、戦略マップに基づいてミッション・プロファイリングによってプログラム

を立案し、プログラムＢＳＣを作成する。プログラムの実現の施策として、農産物の

生産活動や農産物加工活動、農産物の販売活動といった複数のプロジェクトが設計さ

れる。次に、当該プロジェクトデザインに基づいて、プロジェクトＢＳＣを作成する。

各プロジェクトの確実な遂行を目指して進捗状況を測定し、成果が要求水準を満たす

のか評価する。プロジェクトの成果がプログラム全体の戦略目標達成に貢献している

かを評価し、もし貢献していないと考えられる場合には、プロジェクトの統廃合を実

施して次期以降の事業戦略にフィードバックしていくことになる。たとえば、ある農

産物の生産は、当初予定していた収穫品質を維持することができず、地産地消に貢献

するために地域スーパー等への販売を予定していたものの、現実には加工品の対象と

して消費されているとするのであれば、集落営農法人全体ないしは農業法人全体のプ

ログラムの戦略目標達成には貢献していないと考えられるため、次期以降の生産継続

も含めて検討されることになるのである。 

 このように、集落営農法人や企業の農業参入といった農業経営において、組織規模

が拡大し、組織成員も増加してきた場合には、単一のＢＳＣを作成するのではなく、

組織全体の戦略マップからプログラムＢＳＣを作成し、その後に個々のプロジェクト

ごとのプロジェクトＢＳＣを作成するというＰＢＳＣのフレームワークによって階層

的なＢＳＣを構築することが有用なのではないかと考察する。 
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図表11 農業経営におけるＰＢＳＣのフレームワーク 

出典：日本プロジェクトマネジメント協会（2014）521頁を参考に筆者作成。 

７．むすびに 

（１）本稿の意義 

 本稿では、一般企業の多角化に伴う農業参入や営利性を第一義としない集落営農法

人を想定した場合、戦略の実現や戦略の組織成員への浸透にはＢＳＣの適用が有効で

あると考える農業経営学における先行研究について整理を行なった。そのうえで、

個々の農産物生産や農産物加工、農産物販売をプロジェクトと捉えて、農業経営全体

や集落営農全体の事業戦略実現を目指すプロセスはプログラムとして、階層的なＢＳＣ

の構築を行なうＰＢＳＣのフレームワークが有効性が高いのではないかと考察した。 

 従来の研究において、農業経営へのＰＢＳＣのフレームワークの有効性を論じたも

のは存在せず、その点において本研究は独自性を有すると考える。また、Ｐ２Ｍのプ

ロジェクトやプログラムの農業経営との類似性については過去に示唆されているもの

の（保田、2016、１-111頁）、農業経営へのＰＢＳＣの展開まで考察したものは今ま

で存在せず、他の先行研究にはない独創性を有していると考えられる。
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（２）本稿の限界と今後の課題 

 本稿は、ＢＳＣに関する先行研究や農業経営におけるＢＳＣ導入に関する先行研究

に基づいて、一般企業の多角化に伴う農業参入や営利性を第一義としない集落営農法

人にＰＢＳＣのフレームワークが戦略の実現や戦略の組織成員への浸透に有効ではな

いかという理論的な検討を行なったのみであり、現実の農業事業体への適用を行なっ

ていない。その意味において、本稿はあくまでも理論的なフレームワークの構築を行

なったにすぎず、現実の農業事業体での検証がなされていない仮説設定段階というこ

ともできる。その意味において、本稿は限界を有する。 

 また、農業経営に関する先行研究において、「地域（資源）の視点」といった農業

経営特有の視点の創設について言及がなされてきているが、本稿でこの視点の妥当性

や他の有効な視点の創設について検討を行なっていない。「環境の視点」など「地域

（資源）の視点」以外にも、農業経営に有効な視点の存在が考え得るがその点につい

て検討していないという限界を有する。 

 さらに、農業経営に関する先行研究において、小野（2012）は「地域資源の視点」

を「業務プロセスの視点」や「人的資源の視点」に影響を与える最下層の基盤となる

視点と位置付けているのに対して、高橋・久保（2017）においては、「地域の視点」

を戦略マップの最上位の視点として位置付けている。このように、先行研究において

も新たに創設した視点の位置付けが異なっているが、この点についての検証を本稿で

は行っていない。どのような条件下で創設した視点が最上位に位置付けられるのか、

または最下層に位置付けられるのか、という点について検討を行なっていないという

ところに本稿の限界がある。 

 最後に、農業経営にＰＢＳＣのフレームワークの構築が有用であったとしても、そ

れがどのように会計コントロールに影響を与えるのかという点について考察を加えな

ければ、農業会計学として研究を進めていくことは難しいと考えられる。そのために

は、プログラムやプロジェクトの実行計画に財務的な裏付けを付与する仕組みが必要

であり、14）PBudgetingへの展開も考えていく必要性がある。本稿では、その点につ

いての考察を展開できていないという限界があると考えられる。 

14）PBudgetingとは、ＰＢＳＣに対応する予算であり、ＰＢＳＣで明確にされたプログラムやプ

ロジェクトの実行計画に財務的な裏付けを与え、実行に必要な資源と成果をキャッシュフロー

および利益の視点から計画、調整し、さらに実行のプロセスにおいて人を動機付けする予算管

理システムである（鈴木・松岡、2004、26-27頁）。 
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